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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

外部専門家を交えた特別調査委員会による調査を行った結果、当社が過去において行っていた特定顧客との取引

は、当社関係者のいずれもが本件取引の具体的対象商品を確認できたことはなく、客観的にもその実在性を確認でき

る資料はありませんでした。加えて裁判所を通した調査嘱託においても、最終顧客と称していた顧客から特定取引先

との取引が無いとの回答を得たため、本件取引において、如何なる角度からも対象商品の存在を確認できるものは無

く、よって対象商品が存在せず架空であり、資金のやりとりのみが存在する資金循環取引であったと認めざるを得な

い、との報告内容を受けました。

　これを受けて、売上高を計上する通常の商取引としての会計処理は適当でないと判断し、当社は、過年度において

重要性の観点から修正を行わなかった事項の修正を含め、関係書類について訂正を行います。

　これらの訂正により、当社が平成28年２月12日に提出いたしました第66期第３四半期（自　平成27年10月１日　

至　平成27年12月31日）に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の

７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており、その

四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第１　企業の概況

　　　　１　主要な経営指標等の推移

　　第２　事業の状況

　　　　３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

　　第４　経理の状況

　　　　２　監査証明について

　　　　１　四半期財務諸表

　　　　　(1) 四半期貸借対照表

　　　　　(2) 四半期損益計算書　

　　　　　注記事項

　　　　　（セグメント情報等）

　　　　　（１株当たり情報）

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第３四半期
累計期間

第66期
第３四半期
累計期間

第65期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 2,601,780 2,524,706 3,471,581

経常利益又は経常損失
（△）

(千円) △85,158 57,013 18,779

四半期純利益又は四半期
(当期)純損失（△）

(千円) △91,240 66,741 △4,297

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 2,531,828 2,531,828 2,531,828

発行済株式総数 (株) 23,380,012 23,380,012 23,380,012

純資産額 (千円) 1,795,052 1,983,163 1,913,001

総資産額 (千円) 4,344,976 4,240,738 4,401,282

１株当たり四半期純利益金
額又は１株当たり四半期
(当期)純損失金額（△）

(円) △3.93 2.88 △0.19

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － －

自己資本比率 (％) 41.3 46.8 43.5
 

 

回次
第65期
第３四半期
会計期間

第66期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益
金額

(円) 2.26 0.68
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は四半期連結財務諸表を作成していないので「連結経営指標等」については記載しておりません。

３　第66期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため

記載しておりません。

第65期第３四半期累計期間及び第65期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜

在株式がないため、また、１株当たり四半期(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。

４　当社は持分法を適用する関連会社がないので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はあり

ません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間（平成27年４月１日～平成27年12月31日）におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀

の金融緩和策を背景に輸出企業を中心とした企業業績の回復や雇用環境に改善がみられ、景気は緩やかな回復基調

を続けておりましたが、米国の利上に伴い低迷傾向にある新興国からの投資資金の流出や現地通貨安に拍車がかか

り、加えて原油等の国際商品価格の下落が続き、また中国経済の減速による世界同時株安等、日本経済を取り巻く

環境は一層厳しさを増しております。

　このような状況下、当社は安定した利益の確保を最重要課題に掲げ、売上高の確保及び材料歩留改善、生産性改

善、購入価格低減、固定費削減などの原価低減活動に注力しましたが、自動車部品メーカーの在庫調整による部品

販売の減少や原材料価格の下落等により、売上高は、前年同四半期 2,601百万円に対し3.0％減の2,524百万円とな

りました。

 損益面は、鋭意、原価低減活動に努めましたが、売上の減少をカバーすることができず、営業損失46百万円（前

年同四半期　営業利益33百万円）、経常利益は、過年度に回収懸念債権に対して引き当てていた貸倒引当金戻入額

97百万円により57百万円(前年同四半期　経常損失85百万円）、四半期純利益は、投資有価証券売却益14百万円に

より66百万円（前年同四半期　四半期純損失91百万円）となりました。

　セグメント区分別の状況は、次のとおりであります。

（電気・電子）

　タングステン・モリブデン製品は、モリブデン製品の減少に対し、タングステン製品の拡販により、売上高は

1,242百万円（前年同四半期 1,235百万円）となりました。

　合金及び電気・電子部品は、光通信用製品の拡販により、売上高は406百万円（前年同四半期　350百万円）とな

りました。

 その他製品は、自動車部品メーカーへの部品販売の減少により、売上高は554百万円（前年同四半期　705百万

円）と大幅な減少となりました。

 この結果、電気・電子合計の売上高は2,203百万円（前年同四半期　2,291百万円）となり、営業損失53百万円

（前年同四半期　営業利益16百万円）となりました。

（超硬合金）

　超硬合金は概ね堅調に推移し、売上高は321百万円（前年同四半期 310百万円）となり、営業利益は７百万円

（前年同四半期　16百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

(流動資産）

　当第３四半期会計期間末における流動資産は2,391百万円（前事業年度末　2,460百万円）となり、68百万円減少

しました。主たる要因は、現金及び預金76百万円の減少、受取手形及び売掛金36百万円の減少、たな卸資産41百万

円の増加によるものであります。
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（固定資産）

　当第３四半期会計期間末における固定資産は1,848百万円（前事業年度末 1,941百万円）となり、92百万円減少

しました。主たる要因は、投資その他の資産のその他181百万円の減少、貸倒引当金97百万円の減少によるもので

あります。

　（流動負債）

　当第３四半期会計期間末における流動負債は1,178百万円（前事業年度末 1,654百万円）となり、475百万円減

少しました。主たる要因は、短期借入金468百万円の減少によるものであります。

　（固定負債）

　当第３四半期会計期間末における固定負債は1,078百万円（前事業年度末 833百万円）となり、245百万円増加

しました。主たる要因は、長期借入金239百万円の増加によるものであります。

　（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産は1,983百万円（前事業年度末 1,913百万円）となり、70百万円増加し

ました。主たる要因は、四半期純利益66百万円及び評価・換算差額等３百万円の増加によるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間の研究開発費の総額は49百万円であります。

なお、当第３四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,380,012 23,380,012
東京証券取引所
 (市場第二部)

単元株式数は1,000株でありま
す。

計 23,380,012 23,380,012 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式
総数増減数

発行済株式
総数残高

資本金増減額 資本金残高
資本準備金
増減額

資本準備金
残高

(千株) (千株) (千円) (千円) (千円) (千円)

平成27年10月１日～
平成27年12月31日

― 23,380 ― 2,531,828 ― ―
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である平成27年９月30日の株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成27年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 182,000
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,027,000 23,027
同上

単元未満株式
 

普通株式 171,012
 

― 同上

発行済株式総数 23,380,012 ― ―

総株主の議決権 ― 23,027 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、3,000株(議決権３ 個)含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式849株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名
  又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

東邦金属株式会社
大阪市中央区備後町二丁目
４番９号

182,000 ― 182,000 0.78

計 ― 182,000 ― 182,000 0.78
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成27年10月１日から平成27年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けている新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日に名称を変更し、EY新日

本有限責任監査法人となりました。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 344,188 267,677

  受取手形及び売掛金 1,015,684 ※1  979,159

  商品及び製品 107,783 100,423

  仕掛品 628,115 696,080

  原材料及び貯蔵品 342,362 323,361

  その他 30,737 34,190

  貸倒引当金 △8,745 △8,919

  流動資産合計 2,460,127 2,391,973

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 782,785 782,785

   その他（純額） 379,501 365,147

   有形固定資産合計 1,162,287 1,147,933

  無形固定資産 14,679 22,972

  投資その他の資産   

   投資有価証券 499,618 497,429

   その他 424,395 242,562

   貸倒引当金 △159,825 △62,133

   投資その他の資産合計 764,188 677,858

  固定資産合計 1,941,155 1,848,764

 資産合計 4,401,282 4,240,738

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 405,209 ※1  469,579

  短期借入金 953,652 485,052

  未払法人税等 13,267 9,523

  賞与引当金 48,721 25,536

  その他 233,661 189,100

  流動負債合計 1,654,510 1,178,791

 固定負債   

  長期借入金 333,241 573,202

  退職給付引当金 276,353 290,451

  役員退職慰労引当金 49,865 58,290

  環境対策引当金 14,512 14,512

  その他 159,797 142,326

  固定負債合計 833,769 1,078,783

 負債合計 2,488,280 2,257,574
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,531,828 2,531,828

  資本剰余金 237,794 237,794

  利益剰余金 △1,081,750 △1,015,009

  自己株式 △26,260 △26,522

  株主資本合計 1,661,612 1,728,091

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 251,389 255,072

  評価・換算差額等合計 251,389 255,072

 純資産合計 1,913,001 1,983,163

負債純資産合計 4,401,282 4,240,738
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

売上高 2,601,780 2,524,706

売上原価 2,182,368 2,179,130

売上総利益 419,412 345,576

販売費及び一般管理費   

 従業員給料及び手当 151,395 150,230

 賞与引当金繰入額 8,734 6,592

 役員退職慰労引当金繰入額 8,025 8,425

 退職給付費用 14,710 14,311

 減価償却費 14,462 15,827

 貸倒引当金繰入額 1,386 176

 その他の一般管理費 186,994 196,536

 販売費及び一般管理費合計 385,708 392,099

営業利益又は営業損失（△） 33,703 △46,523

営業外収益   

 貸倒引当金戻入額 - 97,694

 受取保険金 9,154 -

 その他 28,625 18,728

 営業外収益合計 37,780 116,422

営業外費用   

 支払利息 15,615 11,862

 貸倒引当金繰入額 134,079 -

 その他 6,947 1,023

 営業外費用合計 156,642 12,886

経常利益又は経常損失（△） △85,158 57,013

特別利益   

 投資有価証券売却益 - 14,993

 固定資産売却益 1,093 -

 特別利益合計 1,093 14,993

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △84,065 72,006

法人税、住民税及び事業税 7,353 5,405

法人税等調整額 △178 △139

法人税等合計 7,175 5,265

四半期純利益又は四半期純損失（△） △91,240 66,741
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

(四半期貸借対照表関係)

※１　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。な

お、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が、四半期会計

期間末残高から除かれております。

 

前事業年度
(平成27年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成27年12月31日)

受取手形 ― 千円 10,348千円

支払手形 ― 千円 24,575千円

設備関係支払手形 ― 千円 7,007千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

前第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

減価償却費 　　　   64,779千円 　　75,220千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日）

１　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

　もの

　　　該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

１　配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

　もの

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント 調整額
四半期損益
計算書計上額

電気・電子 超硬合金 計 （注）１ （注）２

売上高      

  外部顧客への売上高 2,291,122 310,657 2,601,780 ― 2,601,780

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― 871 871 △871 ―

計 2,291,122 311,529 2,602,651 △871 2,601,780

セグメント利益 16,877 16,826 33,703 ― 33,703
 

(注) １　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

　　 ２　セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益であります。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 

報告セグメント 調整額
四半期損益
計算書計上額

電気・電子 超硬合金 計 （注）１ （注）２

売上高      

  外部顧客への売上高 2,203,670 321,036 2,524,706 ― 2,524,706

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

― 11 11 △11 ―

計 2,203,670 321,047 2,524,718 △11 2,524,706

セグメント利益又は損失（△） △53,846 7,322 △46,523 ― △46,523
 

(注) １　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

　　 ２　セグメント利益又は損失（△）は四半期損益計算書の営業損失であります。
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(１株当たり情報)

1 株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額
（△）(円)

△3.93 2.88

（算定上の基礎）   

　四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）(千円) △91,240 66,741

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）(千円)

△91,240 66,741

　普通株式の期中平均株式数(株) 23,200,807 23,197,511
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第３四半期累計期間においては潜在株式がないた

め記載しておりません。前第３四半期累計期間においては潜在株式がないため、また、１株当たり四半期純損

失金額であるため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年11月14日

東邦金属株式会社

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　石　田　博　信　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　上　田　美　穂　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦金属株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第66期事業年度の第３四半期会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る訂正後の四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、東邦金属株式会社の平成27年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期財務諸表を訂正している。なお、当

監査法人は、訂正前の四半期財務諸表に対して平成28年２月12日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係                                                                                                  

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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